




検討メンバー一覧

●庁内は少子化対策に関係の深い課から、役職・性別に偏りが出ないようにプロジェクトメンバーを抽出
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所属 部署名 役職

上田市

政策研究センター 主査

政策企画部 政策企画課 課長補佐

政策企画課 主査

広報シティプロモーション課 主査

市民まちづくり推進部 移住交流推進課 係長

人権男女共生課 主事

健康こども未来部 健康推進課 係長

子育て・子育ち支援課 課長補佐

保育課 主事

商工観光部 商工課 主事

地域雇用推進課 主事

教育委員会 学校教育課 主任

アンケートに

ご協力いただいた

市民の方々

（1,035人）



これまでの少子化対策の取組とモデル事業応募の理由

●人口は平成12年の166,568人をピークに減少

●出生数と死亡数の差が年々拡大（出生数は減少、死亡数は増加）

●晩産化（年齢階級別出生ピークが25～29才→30～34才に移行）

●全国数値よりは低いが、全国傾向と同様に未婚率が増加

（平成27年全国：男性23.4％・女性14.1％、上田市：男性22.8％・女性10.7％）
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現状

課題
●少子化対策について部局横断的な検討・実施体制がない

●データ分析による少子化原因の分析ができていない

目標
●少子化の検討に関する部局横断的な組織の構築

●データ分析による少子化の原因究明

●少子化原因に対する対応策の方向性の検討



取り組んだこと
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5月 6月 7月 8月 9月

・プロジェクトメンバー確定
・庁内合意

・キックオフミーティング
・現状の棚おろし
・客観的指標分析
(「地域評価指標のひな
型」入力)

・市ワークショップ
(仮説設定・
不足データ洗い出し)

・追加客観的指標分析
・既存主観調査内容確認
・県ワークショップ
（情報共有）

・市ワークショップ
(主観調査内容の検討)

10月 11月 12月 2023年 1月 2月

・主観調査(アンケート)
実施内容決定
・主観調査実施準備

・主観調査(アンケート)
実施

・市ワークショップ
(地域の強み・
課題の抽出・
対応策の方向性検討)

・市ワークショップ
(対応策のアイデア出し)

・対応策の方向性確定
・庁内報告
・シンポジウム







Q.有配偶者の子どものいない理由

⇒結婚後、子どものいない理由

A.①現在妊活中（16.6％）

②育児費用が高い（10.6％）

③不妊治療はしていないが、

なかなか授からない（9.9％）
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アンケート結果②

（単位：人）

Q.子どもがいる人の

「結婚後、時間をおいて第一子がほしいと考えた理由」

A.①夫婦の時間を大事にしたかった（32.3％）

②仕事が忙しい（11.6％）

③出産費用を貯めるため（7.4％）

育児費用を貯めるため（7.4％）

（単位：人）

第一子出産
仮説

・不妊治療が弱い？
・仕事が忙しい？
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第二子出産
仮説

・ローンが負担？
・地域コミュニティや
PTAが忙しい？

・子どもは一人でいい？

アンケート結果③

Q.第二子以降を産んだうえで、第二子以降出産時の悩み

A.①教育費用が高い（19.6％）

②育児費用が高い（17.8％）

③住宅ローンがあるため金銭面が不安（7.4％）

Q.第一子を産んだ上で、第一子のみでいいと

考えている理由

＝第２子以降の出産をあきらめた理由

A.①教育費用が高い（18.9％）

②育児費用が高い（17.1％）･高齢のため（17.1%）

（単位：人） （単位：人）





（単位：人）

Q.市外居住の子どもが、市外へ転出した理由

A.①市内・近郊に希望する

学校・学部・学科がなかった（32.5％）

②市内・近郊に希望する

仕事・職場がなかった（26.4％）

③市外在住の方と結婚（12.7％）

アンケート結果①

仮説

・高等教育機関の無さ？
・希望する職の無さ？
・職場を知らない？

Q.市外在住の子どもが市内へ戻らない・戻れない理由

A.①市内・近郊に希望する

仕事・職場がなかった（30.9％）

②市内・近郊に希望する

学校・学部・学科がなかった（14.6％）

③市外在住の方と結婚（12.9％）

（単位：人）



Q.転出理由：希望する仕事・職場がなかった×子どもの職種

A.①医療・看護・保健

①IT関係

③販売・営業
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（単位：人）

アンケート結果②

Q.戻らない・戻れない理由：希望する仕事・職場がなかった×子どもの職種

A.①IT関係

②医療・看護・保健

③販売・営業

（単位：人）















モデル事業で得たこと
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結果
●部局横断的な組織を構築し、取組を開始することができた。また、様々な課の参画に

より、狭義の少子化対策部署だけでなく、少子化対策には多くの課の協力が必要と

いう認識を持てた。

●市の課題や強みを感覚的に捉えるのではなく、データ分析により根拠を持って捉える
ことができた。

●少子化対策の方向性を見出すことができた。

目標 ●少子化の検討に関する部局横断的な組織の構築

●データ分析による少子化の原因究明

●少子化原因に対する対応策の方向性の検討



STEP0 市の少子化対策、強み・課題

●プロジェクトチームのキックオフミーティングにて

各メンバーが「少子化対策について思うこと」「市の強み・課題と思うこと」をワークショップで抽出
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【参考】

モデル事業の取組の詳細



STEP1 現状の棚卸

●プロジェクトメンバーに各課で行っている少子化対策施策について照会

●事務局にてまとめ
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予算規模 成果（KPI含む）

（千円） および課題認識

上田市結婚支援ネットワーク実行委員会設置・運営 移住交流推進課

マッチングイベント開催 移住交流推進課

独身者へのスキルアップ講座開催 移住交流推進課

親世代への婚活支援講座 移住交流推進課

結婚相談員のスキルアップ講座 移住交流推進課

新婚新生活支援のための補助金 移住交流推進課

結婚・子育て応援サイト及びアプリ運営 子育て・子育ち支援課

思春期の健康づくり講座（小中学校での命の大切さ、性に

関する内容の講座）

健康推進課、

市立産婦人科病院

不妊症治療費助成（県補助対象外部分への補助） 健康推進課

妊婦一般健診・歯科検診受診票交付・多胎妊婦健診助

成
健康推進課

両親学級（うぶごえ学級）開催 健康推進課
・コロナ禍でオンラインでの開催を計画したが、申し込みがなかった。妊婦同

士の交流や対面教室の希望が強いと考えられる。

妊婦家庭訪問 健康推進課

母乳育児・妊婦相談 健康推進課 ・無料で利用できるサービスとして周知が必要。

医師確保修学資金等貸与制度 地域医療政策室

助産師確保修学金等貸与制度 地域医療政策室

子育て支援施設ゆりかごの運営 子育て・子育ち支援課
・医療機関実施の産後ケアとの役割を整理し、施設の必要性向上が必

要。

新生児全戸家庭訪問 健康推進課

子育てママリフレッシュ事業（ズンバ、ベビーダンス、骨盤ヨ

ガ）

子育て・子育ち支援課、

健康推進課

・講座参加できない方に対する支援が必要。

見守りし合わせ支援事業（産後4か月頃の家庭訪問による

相談）、各種相談事業

子育て・子育ち支援課、

健康推進課

・潜在的なニーズはあるが、家庭介入への拒否感等で利用につながらない

ケース有。

・養育訪問事業とのすみ分け。

・予約制の個別相談には枠があり、タイムリーな相談にならないケース有。

乳幼児教室、親子教室 健康推進課

食育講座・広報うえだを使用した食情報提供 健康推進課

子供の食ノート 健康推進課

地産地消推進 保育課

上田市内科・小児科初期救急センター運営 地域医療政策室 ・医師・看護師・医療事務職員の安定確保が課題。

保育士職員配置の充実 保育課
・未満児の入所希望の増加により、市独自の配置基準を満たす保育士

確保が困難。

保育士・幼稚園教諭の資質向上、幼児教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの

配置（指導主事による園訪問）
保育課

・個の対応で終わらず、園全体の課題として取組を継続するよう指導する

必要。

老朽化保育園延命 長寿命化 保育課

担当課

有

配

偶

率

結

婚

出

産

項目 現在の取組

【参考】

モデル事業の取組の詳細



●「地域評価指標のひな型」で地域特性や

出生に関する特徴を把握
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●市ワークショップで特徴の洗い出しと特徴の要因仮説を

検討

●その他、全国的な統計数値から市の特徴の深堀

住民基本台帳人口移動報告参考表 2018年～

男性 女性 総数 第１子 第２子 第３子

順位） 順位） 順位） 順位） 順位） 順位）

一連番号 都道府県 市区町村等 （昇順） （昇順） （昇順） （昇順） （昇順） （昇順）

番号 名称 番号 名称 歳） 1 728 歳） 1 732 歳） 1 37 （歳） 1 719 （歳） 1724 （歳） 1 696

△0 184 △0 216 △0 311 △0 314 △0 338 △0 298
31 0 28 9 31 6 30 0 32 1 33 4
2 0 1 2 1 0 1 7 1 4 1 6

0 066 0 042 0 33 0 056 0 045 0 049
31 1 29 4 32 0 30 7 32 7 33 7

31 20 長野県 20201 長野市 31 3 1,1 3 29 8 1,279 32 4 1, 36 31 0 1,3 3 33 2 1,450 34 5 1,374

32 20 長野県 20202 松本市 30 9 877 29 1 821 32 1 1,269 30 8 1,305 32 8 1,294 34 2 1,251

33 20 長野県 20203 上田市 30.4 587 28.9 669 31.9 1,144 30.4 1,119 32.6 1,175 34.1 1,207

34 20 長野県 20204 岡谷市 31 1 996 28 8 599 31 4 676 30 3 1 0 3 31 8 634 35 2 1 33

35 20 長野県 20205 飯田市 31 0 933 28 8 599 31 3 588 29 8 698 31 6 5 3 33 4 835
36 20 長野県 20206 諏訪市 31 6 1 250 28 4 377 31 7 963 30 1 903 32 9 335 33 8 1 055

37 20 長野県 20207 須坂市 31 5 1 208 29 5 1 099 32 0 1 214 30 6 1 228 32 9 335 33 5 891
38 20 長野県 20208 小諸市 30 4 587 28 6 477 31 1 427 29 7 613 31 7 581 33 1 645
39 20 長野県 20209 伊那市 31 3 1,1 3 28 9 669 32 1 1,269 30 7 1,270 32 6 1,175 34 1 1,207

840 20 長野県 20210 駒ヶ根市 31.4 1,161 29.6 1,160 31.9 1,144 30.4 1,119 32.8 1,294 34.9 1,488

（変動係数）
全国

平均初婚年齢 H30） 出生順位ごとの母の平均年齢 H30）

（合計特殊出生率との相関係数）

（単純平均）
（標準偏差）

内閣官房「地域少子化・働き方指標」（第４版）

STEP２ 客観的指標分析による地域特性の見える化

【参考】

モデル事業の取組の詳細
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● STEP3までの結果をまとめて、市の特徴を見える化。

STEP４ 地域の強み・課題の分析

●上田市民のペルソナ像を設定。

市ワークショップにより、それぞれの課題と資源や強み、

施策の方向性を検討。

【参考】

モデル事業の取組の詳細


